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2024 年 12 月 10 日 

 

確定給付企業年金制度の運営における 
アセットオーナー・プリンシプルの受入れの表明について 

 

 

第一生命保険株式会社（代表取締役社長：隅野 俊亮、以下「当社」）は、2024年８月28日に内閣官房

「新しい資本主義実現本部事務局」が策定・公表した「アセットオーナー・プリンシプル（アセットオー

ナーの運用・ガバナンス・リスク管理に係る共通の原則）」（以下「当プリンシプル」）を受け入れることを

2024年９月26日に表明しています。https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2024_029.pdf 

今般、当社は確定給付企業年金制度の運営においても、当プリンシプルの趣旨に深く賛同し、企業年金と

して受益者等の最善の利益を勘案して、その資産を運用する責任を果たしていくため、これを受け入れるこ

とを表明します。当プリンシプルの原則１～５について、以下のような方針で取り組みます。 

原則１ アセットオーナーは、受益者等の最善の利益を勘案し、何のために運用を行うのかという運用目

的を定め、適切な手続に基づく意思決定の下、経済・金融環境等を踏まえつつ、運用目的に合っ

た運用目標及び運用方針を定めるべきである。また、これらは状況変化に応じて適切に見直すべ

きである。 

◼ 当社企業年金は、確定給付企業年金法に基づき、受益者等の最善の利益を勘案し、運用目的として加

入者・受給権者に対し給付を持続的に支払うために、安全かつ効率的な資産運用を行い、長期にわた

り予定利率に見合う収益を確保することと、企業会計の安定化を図ることを定め、社内管理部門の責

任者が参画する資産運用委員会で議論のうえ、人事部門および資産運用部門の担当執行役員が運用基

本方針を決定しています。また、これらは環境変化や年金制度の改正等の状況に応じて適切に見直し

を検討しています。 

 

原則２ 受益者等の最善の利益を追求する上では、アセットオーナーにおいて専門的知見に基づいて行動

することが求められる。そこで、アセットオーナーは、原則１の運用目標・運用方針に照らして

必要な人材確保などの体制整備を行い、その体制を適切に機能させるとともに、知見の補充・充

実のために必要な場合には、外部知見の活用や外部委託を検討すべきである。 

◼ 当社企業年金は、受益者等の最善の利益のために、原則１の運用目標・運用方針に照らして必要な人

財確保などの体制整備として、金融機関である当社の人員ポートフォリオをもとに年金資産運用にお

いても必要な知見が十分に確保・維持出来るような適切な人財配置を行いつつ、人事部門、資産運用

部門が中心となり運営しています。 

 

https://www.dai-ichi-life.co.jp/company/news/pdf/2024_029.pdf
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原則３ アセットオーナーは、運用目標の実現のため、運用方針に基づき、自己又は第三者ではなく受益

者等の利益の観点から運用方法の選択を適切に行うほか、投資先の分散をはじめとするリスク管

理を適切に行うべきである。特に、運用を金融機関等に委託する場合は、利益相反を適切に管理

しつつ最適な運用委託先を選定するとともに、定期的な見直しを行うべきである。 

◼ 当社企業年金は、自己又は第三者ではなく受益者等の利益の観点から効率的な政策アセットミックス

を策定し、各商品の採用にあたって年金財政・企業会計の両面を考慮したポートフォリオ内でのリス

ク分散を意識し、各商品のポートフォリオ内での役割を明確化のうえ、受益者の利益最大化に資する

ポートフォリオを構築しています。商品選定にあたっては運用基本方針に基づく定量評価、定性評価

を考慮し、商品見直しは１年に一度、および必要に応じて実施しています。 

 

原則４ アセットオーナーは、ステークホルダーへの説明責任を果たすため、運用状況についての情報提

供（「見える化」）を行い、ステークホルダーとの対話に役立てるべきである。 

◼ 当社企業年金は運用状況や財政状況について業務概況の周知を図るために加入者に公表しています。

また、有価証券報告書の退職給付に関する開示内容を通じて様々なステークホルダーに対しても必要

な情報提供を行っており、適切な財政運営に取り組んでいます。 

 

原則５ アセットオーナーは、受益者等のために運用目標の実現を図るに当たり、自ら又は運用委託先の

行動を通じてスチュワードシップ活動を実施するなど、投資先企業の持続的成長に資するよう必

要な工夫をすべきである。 

◼ 当社自らのスチュワードシップ活動の経験と知見に基づいて、運用委託先のスチュワードシップ活動

内容について運用報告時に説明を求めモニタリングをしています。引き続き、自らのスチュワードシ

ップ活動の高度化に基づき、企業年金としてもインベストメントチェーンの中での役割の強化に取り

組んでまいります。 

 
※当プリンシプルの全文については内閣官房のホームページをご参照ください。 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/assetownerprinciples.pdf 
 

以 上 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/assetownerprinciples.pdf

